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国語課題小委(H28.6.20)

資料 ３参考

コミュニケーション・コミュニケーション能力等の内容に言及した調査の例

１．一般財団法人ＮＨＫ放送研修センター日本語センター「ビジネス・コミュニケーション」調査

実施時期：2012年6～7月

調査対象：東証１部上場企業の人事担当者（121社から回答）

（％は，121社を母数として，回答数を百分率で表したもの ）。
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２．一般財団法人日本経営協会「ビジネス・コミュニケーション白書 2015 「第７回ビジネス・コミュ

ニケーション実態調査」結果報告書」

実施時期：2015年5～6月

調査対象：日本経営協会会員及び前回までの調査回答企業（団体）等

調査方法：質問紙調査及びウェブによる調査

有効回答数：535社・団体

（％は，535社を母数として，回答数を百分率で表したもの ）。

第 回ビジネス・コミュニケーション実態調査結果概要7
＜社内(庁内)コミュニケーションについて＞

◎ 社内(庁内)コミュニケーションが行われている場は 「執務スペース」( ％)が前回から ポ， 44.3 14.1
。 「 」イント比率を落とした 一方 メール・グループウェア・社内(庁内)版 等のバーチャルな場E SNS

が ％という高い比率となった。コミュニケーションの場は，対面からバーチャルな場に変化し51.6
ていると推測される。

◎ 活用している情報メディア（ツール）は，紙媒体から電子媒体への移行が進んでいる。

◎ 等の新しいメディア(ツール)は，社内(庁内)コミュニケーションのメディア(ツール)としてSNS
の利用があまり進んでいないが 導入している企業(団体)においては 民間企業等は と 社， ， 「 」 「LINE
内ブログ ，行政・自治体は「 」と「 」に，それぞれ利用メディア(ツール)が分かれ」 Facebook Twitter
た。

◎ (情報通信技術)の利用による効果としては 「情報伝達の迅速化 「情報共有の進展 「仕事のICT ， 」 」

効率化」が上位を占めた。また，課題としては「対面によるコミュニケーションが減少する 「活用」

効果が測定しにくい 「セキュリティに不安がある 「更新・メンテナンスが面倒」が上位となった。」 」

， 。◎ (情報通信技術)の活用によるコミュニケーションは 職場に次のような弊害をもたらしているICT
( )対面でないこと，一方的であることによって，正確な情報伝達が困難。( ) スキルの不足や個1 2 ICT
人差によって，情報検索・取捨選択が困難。

◎ 年程度前と比較して，組織・職場内のコミュニケーション状況が「良くなった」と感じているの5
は ％ 「悪くなった」と感じているのは ％であった。総じて改善傾向にあると言える。26.9 7.9，

◎ ダイバーシティコミュニケーションについて，最も悩むことの多い相手は「異なる世代の社員(職

員)」である。そして，職場において気を付けていることのトップ は 「相手の立場に立って話を受3 ，

けとる 「一方的に話さないように意識して話す 「傾聴しながら話す」であり，話すことより聴くこ」 」

とに重点を置いている。なお，この傾向は民間企業等より行政・自治体に強く表れている。

◎ コミュニケーションを円滑にする目的については 「 等の人材育成の充実」が前回の ％か， OJT 14.6
ら今回は ％に 「メンタルヘルス対策の充実」は ％から ％にそれぞれ増加している。19.4 13.4 17.4，

このことは，人材育成やメンタルヘルスに対する問題意識が前回調査時よりも増したことを示してい

る。

◎ コミュニケーションの円滑化に必要なこととして，前回調査に比べ 「日常の会話 「相手を理解し， 」

ようとする意識 「対面での話し合いの機会 「話し方・傾聴のスキル」がそれぞれ順位を上げている」 」

ことから，企業(団体)は，直接会話の減少に伴う会話スキルの低下について危惧していることが推測

できる。

◎ コミュニケーション円滑化対策としては 「社内(庁内)イベント・懇親会等の開催 「面談・面接の， 」

制度化」といった対面コミュニケーションの場を設けることが上位を占めた。続いて多かったものは

OJT OJT「 」「 」「集合研修や によるマインド(意識)の醸成 言葉や掲示による意識づけ・啓発 集合研修や

によるスキル(技術)の育成」等の育成・啓発系の回答であり，スキルとマインドに重点を置いている

企業(団体)が多いことも確認できた。
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